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出典：総務省「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策における税制上の措置（案）について(地方税関係)」 

(※) 

※「中小事業者等」とは資本金の額等が１億円以下の法人や常時使用する従業員の数が 1,000人以下の個人など 

（※）特例率は市町村によって異なります。 

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、当初７都道府県であった緊急事態宣言が全国に拡大するなど危機的な状

況が継続しています。５月６日が期限となっている緊急事態宣言についても一部地域の解除をすれば感染拡大のリ

スクが増えるとの声もあり、政府は慎重な姿勢をみせています。、先行きが見通せない中、新型コロナウイルス感染

症の社会経済に与える影響が甚大なものであることに鑑み、感染症及びその蔓延防止のための措置の影響により厳

しい状況に置かれている納税者に対し、緊急に必要な税制上の措置を講じられました。今回はその中から固定資産

税の軽減措置についてご説明致します。 
 

１．中小事業者等が所有する償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税等の軽減措置  
令和２年２月～１０月までの任意の３ヶ月間の売上高が、前年の同期間と比べて３０％以上減少している中小事業

者等は固定資産税の軽減を受けることができます。なお、原則として業種の限定は有りません。 
 

30％以上 50%未満減少 2分の 1軽減 
50％以上減少 全額免除 

 
２．対象資産と対象税目 
中小事業者等の保有する全ての設備等の償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税並びに事業用家屋に係る 
都市計画税が対象とされています。 
 

３．申告と認定経営革新等支援機関等の認定 
令和３年１月３１日までに認定経営革新等支援機関等の認定を受けて、各市町村に申告した場合に適用されます。 
認定経営革新等支援機関等とは中小企業に対して専門性の高い支援事業を行うために、税務、金融及び企業財務に

関する専門的知識や支援に係る実務経験が一定レベル以上の者に対して国が認定する公的な中小企業支援機関です。 
 

４．適用時期 
・この措置は令和３年度の固定資産税、都市計画税に限定されます。 
・令和２年度の課税分への適用はありませんが、一定の要件を満たした 
場合には、１年間の納税猶予の適用があります。また、担保は不要で 
延滞税は免除されます。なお、法人税や消費税なども納税猶予の 
対象です。 
要件：令和２年２月から納期限までの一定の期間（１ヶ月以上） 

において、収入が前年同期比概ね２０％以上減少 
 

５．認定先端設備等導入計画に関する固定資産税の優遇措置の拡充・延長  
中小事業者等のうち先端設備等導入計画の認定を受けた者がテレワーク等を導入する為、一定の要件を満たす生産

性向上に資する機械装置、器具備品、工具、建物附属設備の設備投資を行った場合には、固定資産税の課税標準が３

年間ゼロ～１／２  に軽減されます。 
新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも新規に設備投資する中小事業者等を支援する為、以下の様に適用 
対象が拡充され、適用期限が延長されています。 
①対象資産に一定の事業用家屋と構築物を追加 
②令和５年３月３１日までに終了する事業年度まで２年延長 
 
６．まとめ 
新型コロナウイルスの影響により営業自粛等で経営が圧迫される方が増えています。営業自粛でも固定資産税は固

定費として掛かってくる為、負担が減ることはありません。売上が減少する中、固定資産税の軽減措置を適用する

ことで少しでも負担を軽くし、この危機を乗り越えて行かれることをご支援いたします。弊社は認定経営革新等支

援機関等ですので、ご不明な点、ご相談がございましたらご遠慮なく弊社スタッフにご相談下さいませ。 
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